
日本医労連は２０１６年秋、長時間労働の是正や不払
い残業の根絶を目的に全国一斉退勤時間調査に取り
組みました。調査結果では、医療・介護現場での長

まんえん

時間労働や不払い残業が依然として蔓延している実
態が明らかになりました。働き続けられる労働環境
づくりのためにも、是正が強く求められています。

○実施時期 ２０１６年１０月を取り組み集中月間に設定
し、秋年末闘争期間中（１２月末まで）
に各施設で取り組んだ調査結果を集約

○調査対象 加盟組合の組合員、職場の労働者
○集約数 １万２，５１０人（１００単組支部）

調査結果の特徴

１ 医師の７５％、看護師の６９％が始業前から働いて
いる

７割の看護師が始業前に時間外労働を行っていま
す。医師においては、始業前が７５％、終業時間後２
時間以上の残業が１７．２％と突出しています。そし
て、そのほとんどが不払いとなっています。

２ ８割が始業前の時間外労働をまともに請求して
いない

時間外請求をまったくしていない人の割合は、
「始業前」で７１．１％、「終業後」で２１．７％となって
います。「一部」請求している人を加えれば、「始
業前」では８割がまともに請求していないことにな
ります。

３ 職場に「残業代を請求できない雰囲気」が蔓延
全体の４人に１人、看護師では３割が、残業代を

請求できない雰囲気があると答え、残業代を請求し
ても、きちんと支払われているとの回答は８５．４％。

請求できない傾向は、特に２０代の若年層に強く表れ
ています。

４ １人あたりの不払い残業代は、月６万６千円超
不払い残業代平均額は、少なく見積もっても１人
あたり月額６万６千円超。休憩時間が取れなかった
分を加味すれば１人あたり月額８万５千円という試
算となります。

５ 残業代不払いが違法だと「知らない」が約２
割、職種では医師、年代別では若年層に多い
残業代の不払いが法律違反と「知らない」と答え
た人が１７．６％にもおよびます。特に職種では医師
２３．６％、看護職員２０．２％と高く、年代別にみると
「２４歳以下」が３３．４％、「２５～２９歳以下」が２４．２％
と若年層に多くみられます。

６ 残業解消には１割強の増員が必要
残業時間解消のために必要な増員数は、例えば看
護師３０人配置の病棟では４人の増員が必要と試算さ
れます。

調査結果の概要

１ 職種

回答者の職種は、「看護職員」が４６．７％で最も多
く、「その他」１６．４％を除いて「介護職」１２．６％、
「医療技術職（リハ以外）」１２．９％、「リハ」９．３
％、「医師」１．６％の順となっています。

２ 年齢

回答者の年齢分布は、「３０代」が２７．５％で最も多
く、「４０代」２５．７％、「５０歳以上」２１．０％、「２５～２９歳」
１５．１％、「２４歳以下」１０．４％の順となっています。
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３ 今日の勤務形態は何でしたか？

夕方の時間帯に調査を行った施設が多かったた
め、「日勤」が８３．３％と圧倒的に多く、「その他」
６．６％、「遅出日勤」４．２％、「早出日勤」３．９％で
した。職種別でも、「医師」の８６．２％、「看護職
員」の８３．５％が「日勤」であり、長時間勤務の原因
にもなっている夜間勤務明けの残業実態は、残念な
がらほとんど反映されていません。

４ 今日の始業前時間外労働はどれくらいでしたか？

「なし」の回答は４０．３％であり、回答者の６割以
上が始業時間前に出勤して仕事を始めている実態が
明らかとなりました。始業前時間外労働時間は、
「３０分 未 満」３６．４％、「３０分～６０分」１８．９％の ほ
か、６０分以上が３．７％（「６０分～１２０分」３．２％、「１２０
分～１８０分」０．３％、「１８０分以上」０．２％）も存在し
ています。

職種別で始業前時間外労働を実施している割合
は、「医師」７４．９％、「看護職員」６８．９％、「リ
ハ」６０．０％、「介護職」５５．８％、「医療技術職（リ
ハ以外）」４８．９％、「その他」３８．９％の順で多くな
っています。また、１時間以上の長時間に及ぶ始業
前時間外労働は「医師」に多く（１０．８％）、３時間
以上も前から働いている人も１．５％と突出していま
す。
年代別では、「２４歳以下」７０．０％と「２５～２９歳」

６６．１％において始業前時間外労働の割合が高くなっ
ています。

５ 始業前時間外労働は請求していますか？

「全額請求している」は９．６％にとどまり、「一
部している」７．９％、「していない」７１．１％と、８
割の回答者が残業代をまともに請求できていない実
態でした。
特に、年代別でみると「全額請求している」は

今日の始業前時間外はどれくらいでしたか？

今日の終業時間後の残業はどれくらいでしたか？

始業前残業は請求しましたか？

終業時間後の残業は請求しましたか？

結果
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「２４歳以下」６．８％、「２５～２９歳」８．２％となり、若
年層ではほとんど請求できていない実態です。

６ 今日の終業時間後、どれくらい残業しましたか？

残業「なし」は３８．０％。残業ありの時間数では
「３０分～６０分」２０．０％、「３０分未満」１７．１％、「６０
分～１２０分」１６．２％の順で多く、「１２０分～１８０分」
も４．９％、夜勤交替制労働における過労死判断基準
とされた判例時間「月６０時間」の超過勤務につなが
る「１８０分以上」も１．７％となっています。
職種別では、「医師」（７２．９％）、「看護職員」

（６６．６％）の割合が高く、２時間以上の長時間残業
では「医師」１７．２％、「看 護 職 員」８．０％、「リ
ハ」６．０％、の順で多くなっています。医師におい
ては、２時間以上の始業前時間外労働も終業時間後
の長時間残業も突出して多くなっています。

７ 終業時間後の残業は請求していますか？

始業前時間外労働よりは多いものの、「全額請求
している」は３２．０％でしかなく、「一部している」
３３．９％と「していない」２１．７％で、６割近い回答者
が残業代をまともに請求できていない実態です。

年代別では、始業前時間外労働と同様に、「全額
請求している」は「２４歳以下」で２４．４％、「２５～２９
歳」３０．５％となり、やはり若年層では請求できてい
ないのが実態です。

８ 残業代未請求の理由はなぜですか？

全回答者の４人に１人が「請求できない雰囲気が
ある」（２６．６％）としており、「上司に請求するな
と言われている」も２．４％ありました。「請求できる
と思わなかった」が９．９％、「方法が分からない」が
１．４％でした。そして、「請求できない雰囲気があ
る」との答えは、残業代を「一部請求している」の
回答者に割合が高く（前残業４２．５％、後残業４６．６
％）、「していない」でも３割近く（前残業３０．５
％、後残業３１．８％）が請求のしづらさを訴えていま
す。
職種別では、「看護職員」３２．５％、「リハ」と
「医師」２８．６％、「介護職員」２６．４％の順で「請求
できない雰囲気がある」と答える割合が高く、年代
別では「２４歳以下」３３．０％、「２５～２９歳」３２．４％が
「請求できない雰囲気」と答えています。

始業前請求（年代別）

終業後請求（年代別）

１０ 医療労働
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９ 請求した超勤手当は支払われていますか？

「きちんと支払われている」は８５．４％にとどま
り、回答していない人も含めて１５％が不払い残業と
なっていることが推測されます。特に「請求しても
払われない」などの違法行為は、職種では「介護」
２．２％、「医師」２．０％、年代では「２４歳以下」１．２％
を最高に、全年代にわたって１％程度見られます。

１０ 残業代の不払いが法律違反であることを知って
いますか？

「知らない」と答えたのは１７．６％と、約２割が
「法違反」との知識を持っていません。職種では医
師が２３．６％、看護職員２０．２％、リハビリ１９．９％、介
護職員１９．３％の順で高く、年代別では「２４歳以下」
３３．４％、「２５～２９歳」２４．２％、「３０代」１７．９％の
順。若年層ほど権利に対する知識、意識が低いこと
が分かります。

１１ 休憩時間の取得は？

就業規則上、各施設で休憩時間の定めが一律では
ないため、決められた休憩時間のうちどれくらいの
割合で休憩が取れたかをみると、概ね取れていると
判断できる「７６～１００％」の回答は６３．２％にとどま
り、「医師」に至っては２６．１％という実態です。半
分以下（０％、１～２５％、２６～５０％の合計）しか休
憩が取れていない人が１１．７％にものぼっています。

１２ あなたの今の心身の状況はどうですか？

「あまり疲れていない」はわずかに８．２％で、
「心身ともに疲れ果てている」１３．４％、「かなり疲

れている」２２．４％、「ちょっと疲れている」４１．８％
と、８割が疲れを訴えています。

調査結果から浮かび上がった傾向

１ 残業代を請求しなかった理由として、回答者の
４人に１人が「請求できない雰囲気がある」として
おり、「上司に請求するなと言われている」も２．４
％。「請求できると思わなかった」９．９％、「方法
が分からない」１．４％についても、使用者の労働時
間管理責任が果たされていない結果の表れと言えま
す。「請求できない雰囲気がある」と答える割合
は、職種別では看護職員、医師、リハ、介護職員が
高く、年代別では２４歳以下と２５～２９歳が高くなりま
した。残業代は支払うのが当たり前という職場での
意識変革が求められます。

２ 始業前時間外労働で８割、終業後時間外労働で
６割がまともに残業代請求できていない実態に加え
て、請求したとしても１５％が不払い残業状態と推測
されます。なかでも「請求しても払われない」など
違法行為は、職種では「医師」「介護」、年代では
全年代にわたって１％前後となっており、不払い残
業根絶に向けた手だてが求められます。

３ 始業時間前の時間外労働が多く、時間外労働の
請求がしづらく、時間外労働が不払いになっている
傾向は若年層に強く見られ、この傾向は依然として
続いています。

４ 今回の調査で「休憩時間」の取得状況の設問を

残業代を請求しない理由は？ 残業不払いは違法

結果
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請求していない時間 人数 中位値で乗じた
総時間数（分）

３０分未満 ３，９４５ ５９，１７５

３０分～６０分 １，９８１ ８９，１４５

６０分～１２０分 ２８９ １７，３４０

１２０分～１８０分 １５ ２，２５０

１８０分以上 １７ ３，０６０

合計 ６，２４７ １７０，９７０

請求していない時間 人数 中位値で乗じた
総時間数（分）

３０分未満 ７４０ １１，１００

３０分～６０分 ５９８ ２６，９１０

６０分～１２０分 ４３６ ３９，２４０

１２０分～１８０分 １０９ １６，３５０

１８０分以上 ３４ ６，１２０

合計 １，９１７ ９９，７２０

休憩取得（率） 人数 総時間数（分）

０ １６ ９６０

１～２５ ３８ １，７１０

２６～５０ ２６１ ７，８３０

５１～７５ ４４５ ６，６７５

合計 ７６０ １７，１７５

新設しました。１２％もの人が休憩時間の半分も取れ
ていないという実態が浮き彫りとなりました。

５ 使用者の労働時間管理責任が問われる一方で、
労働者側の意識改革も必要となっています。「残業
代の不払いが法律違反である」ことを「知らない」
が２割に達していることを重大視しなければなりま
せん。労働組合の学習教育活動、宣伝・啓もう活動
の強化が求められます。

不払い残業代を試算してみると

以上の調査結果から、不払い残業代を試算してみ
ると以下のようになります。
【始業前時間外労働の賃金不支給】
「まったく請求していない」と回答した中で、そ

もそも調査当日の残業がなかった２，６３１人と時間数
回答なしの２２人を除いた６，２４７人の総労働時間につ
いて、設問の時間設定に幅があるため「３０分未満」
は１５分、「３０分～６０分」は４５分などと、中位値で算
出し、「１８０分以上」は１８０分で算出しました。

①不支給総時間１７０，９７０分（２，８４９時間３０分）、１人
あたり１日２７．３７分の不払い労働時間

②月平均労働日２０日（３６５－土曜５２、日曜５２、祝日
１５、年末年始休５、夏季休暇３＝２３８/１２月）とし
て、月平均５４７．４分（９時間２４分）の不払い労働
時間

③厚生労働省「平成２７年賃金構造基本統計調査」に
おける「医療業」の平均の「所定内給与月額」は
３１９，５００円、月平均の「所定内実労働時間」１６１時
間で除した平均時給額は「１，９８４円」。この時給
額に時間外割増率２５％割を乗じて算出した不払い
賃金額は２万３千円余り（２万３，３１２．５円）とな
ります

④「一部だけ支払われている」などは計算に足され

ていないため、実際にはさらに不払い額が多くな
ると思われます
【終業時間後時間外労働の賃金不支給】
始業前時間外労働と同様の計算式を使い、「まっ
たく請求していない」と回答した中で、そもそも調
査当日の残業がなかった７５５人と時間数回答なしの
４１人を除いた１，９１７人の総労働時間について算出し
ました。

①不支給総時間９９，７２０分（１，６６２時間）、１人あた
り１日５２．０２分の不払い労働時間

②月平均労働日２０日として、月平均１，０４０．４分（１７
時間２４分）の不払い労働時間
③医療業平均時給額「１，９８４円」に割増率を加えて
乗じた不払い賃金は４万３千円余り（４万３，１５３
円）となります
④「一部だけ支払われている」などは計算に足され
ていないため、実際にはさらに不払い額が多くな
ると思われます
【休憩時間未取得の不払い賃金試算】
「始業前」「終業後」の時間外を共に請求してい
ない人は、休憩未取得分も時間外として請求してい
ないものと仮定し、両方とも請求していない２，３８９
人を対象に試算します。一般的な休憩時間１時間を
想定して、取得率「０％」は６０分、「１～２５％」は
４５分、「２６～５０％」は３０分、「５１～７５％」は１５分、
「７６～１００％」は全取得として計算してみました。

①不支給総時間１７，１７５分、１人当たり平均２２．６分の
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不払い労働時間
②平均労働日２０日として、月平均４５２分（７時間３２
分）の不払い労働時間

③医療業平均時給額「１，９８４円」に割増率を加えて
乗じた不払い賃金は１万９千円弱（１万８，６８２
円）となります

【１人当たりの不払い賃金額】
始業前時間外労働の不払い額２万３千円と終業時

間後の時間外労働不払い額４万３千円を合わせると
月額不払い額は１人あたり６万６千円となり、昨年
調査と同様の結果となりました。
休憩時間の不払いを加味すれば、１人あたり８万

５千円もの不払い額となります。

残業時間から算出した看護職員の
人員不足数試算

医療や介護現場は、入院患者や入所者への対応、
救急患者の受け入れなどで３６５日・２４時間稼働の現
場です。よって切れ目なく人員を配置するために交
替制勤務が組まれており、時間帯ごとの適正な人員
配置がされていれば、本来的には交替制勤務職場に
おいてこのような異常なほどの残業時間が発生する
ことはあり得ないことです。慢性的な人員不足が根
底にあるために、勤務交替して業務終了後も、残業
で長時間働かざるを得ないのであり、残業時間分の
人員補充が早急に必要です。
看護職員の場合で試算した、今回の調査結果で明

らかになった総残業時間を人員換算すると以下の通
りとなります。
①賃金不支給計算と同様の中位値で積算した「始業
前時間外労働」の総残業時間１２７，４１０分を、「残
業なし」１，７９０人と残業人数４，０３０人を足した回答
数で割り出した、看護職員１人当たりの平均時間
外労働時間「２１．９分」

②同様に「終業時間後の時間外労働」の総残業時間
２４５，２５０分を、「残業なし」１，８７１人と残業人数
３，８９４人を足した回答数で割り出した、看護職員
１人当たりの平均時間外労働時間「４２．５分」

③看護職員１人あたり平均の始業前時間外労働時間
（①）に終業時間後時間外労働時間（②）を足し
た看護職員１人あたり１日の平均時間外労働時間
は「６４．４分」

④単純に１日の労働時間８時間（４８０分）に、看護

師１人あたりの平均時間外労働時間を加えた場
合、５４４．４分の労働時間となり、人員換算で１．１３４
人分の労働と試算できます。この数字を基にする
と、例えば看護師３０人の病棟では３４．０２人換算と
なり、残業解消のためには約４人の増員が必要と
なります

まとめ

○昨年調査と全体的な傾向はほとんど変わっていま
せんが、時間外労働「なし」が始業前で５．６ポイン
ト増、終業後で９．１ポイント増となり、時間外労働
を少しでも減らそうとする取り組みの一定の成果と
いえます。それでも１人あたりの残業時間数は毎日
６０分を超えています。加えて時間外請求を「してい
ない」が終業後では０．４ポイント増加しています。

○医療・介護現場では、長時間夜勤や長時間の残業
に耐え切れず離職する労働者も多く、また現実に過
労死や過労自死などもいまだに起きている現状があ
ります。政府は、厚労省５局長・６局長連名の通知
を発出、そして２０１４年には改正医療法の中に勤務環
境規定が盛り込まれました。しかし残念ながら、現場
の実態は全くと言っていいほど改善された実感がな
く、早急で具体的な手立てが必要になっています。

○２０１４年には過労死等防止対策推進法が施行され、
社会的にも、「ブラック企業」に対する厳しい告発
と取り締まりを求める世論が高まっているなかで、
残念ながら医療・介護現場の長時間労働や不払い残
業の実態は、依然として根が深く残されています。
電通での過労死と同様に医師・看護師等の過労死、
過労自死が後を絶ちません。背景には人手不足によ
る過重労働と、人手不足の要因にもなっている低賃
金水準があり、大幅増員と処遇改善が強く求められ
ます。

○また、「時間外を請求できない雰囲気」が職場に
あることや、今回の調査結果からではありません
が、「研修中だから」と新人職員に時間外を請求さ
せない実態が報告されています。使用者の労働時間
管理の徹底と行政による監督監査が重要です。加え
て、根本的には長時間労働や夜勤回数、短すぎる勤
務間隔を規制する法整備が強く求められています。

結果

医療労働 １３
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